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主な記事 

窓口無料化を求めるシンポジウム/地方厚生

局長野事務所への要望書2件…2面、保険か

わら版/共済便り/理事会便りなど…3面、協

同組合ニュース…４面、 

 長野県保険医協会は８月24日、長野

市内の事務所会議室で関東信越厚生局

長野事務所長に「施設基準の定時報告

等の手続きの簡素化を求める要望書」

「診療報酬改定に伴う集団指導の通知

についての要望書」の２点を提出し

た。要望書の本文は２面に掲載。 

 同日は協会の鈴木会長と宮沢事務局

長、厚生局長野事務所の轟所長、斉藤

審査課長が出席、両要望書は鈴木会長

から轟所長に直接手渡された。 

 施設基準の定時報告関係は、医療機

関が毎年７月１日付で行う届出内容の

報告に関して、施設基準通知自体で明

示的に報告を求めている事項（例：ニ

コチン依存症管理料に係る報告）や療 
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 長野県保険医協

同組合により建設

が進められてきた

長野市若里地籍の

長野県保険医会館

（平屋建て、駐車

場11台）の９月28

日竣工に伴い、長

野県保険医協会の

事務所は、10月１

日から同会館に移

転する。 

 移転先の地図は

右の通り。県民文

化会館のある若里

公園に近い新住所

は〒380-0928長野市若里１

丁目５-26となる。電話番号

は従来通りで変更はない。 

 事務所までは、長野駅東

口より徒歩12分。会館の１

フロアには長野県保険医協同組合、開

業医共済協同組合の事務所も入り、相

担規則及び薬担規則並びに療担基準に

基づき厚生労働大臣が定める掲示事項

等に規定されている事項（例：評価療

養及び選定療養に関する事項）のみな

らず、 長野県では原則全ての施設基準

の届出書及び添付書類の提出が求めら

れている。これによる事務量が膨大に

なる医療機関もあり、簡単なチェック

  

互に連絡がとれる形。また40名ほどが

研修できる会議室がある。 

リストを用いる方式な

どが主流の他県との比

較の上で、届出書の

「再提出」でない形を要望したもの。 

  改定時の集団指導の通知関係は指導

大綱の集団指導の選定基準に「改定時

の指導」が位置付けられているが、集

団指導の欠席を理由に保険医療機関等

に対する不利益な取扱いは定めていな

いにもかかわらず、「出席票」の提出

を義務付けるなど欠席者に対する罰則

を示唆する文書となって威圧的なこと

から、「集団指導」といった文言を

「説明会」と改め、任意参加であるこ

とを明記するなど改善を求めたもの。 

 長野事務所側からは、定時報告につ

いて、▽各事務所での取り扱いが違う

ことは承知している▽長野では社会保

険事務局時代の方法を踏襲してきた▽

指導関係は厚生局管内で標準化してい

るが施設基準の届出等については今後

管内で足並みを揃えていく方向▽現在

過大な負担であることは認めるが書類

を受け取り放置しているのではなく秋

までかかるがきちんと内容は確認して

いる、と説明があった。 協会からは要

 県保険医協会は８月理事

会で保険医の指導・監査や

資格取り消しなどの行政処

分の根拠法となっている健

康保険法の抜本的改正を目

指して溝部訴訟の関係者ら

を含めて立ち上げられた

「指導・監査・処分改善の

ための健康保険法改正研究

会」への加入を決め、９月

２日には同研究会が東京で

開催した

初のシン

ポジウム

に鈴木会長と宮沢事務

局長が参加した。 

 同会は現行の健保法

に制定時（大正11年）の前近代的な法

構造が残されていて、これにより患者

の受療権も医療者の診療権も保障され

ておらず、指導・監査・処分には、小

手先の運用改善では克服しえない弊害

が伴っているため法改正が必要との立

場。長野協会は指導監査問題では「指

導・監査・処分取消訴訟支援ネット」

にも加入しており、こうした取り組み

と連携、情報交換や法規等の学習を通

して対策を強化していきたい考えだ。

轟所長(右)に要望書を手渡す鈴木会長  

東京で開かれた指導・監査・処分改善のための健保法改正研究会 

 

望書に沿い必要最小限にすべきことを

主張した。 

 改定時の集団指導通知について事務

所側は▽他都県で同様の要望が出され

ていることは承知している▽指導大綱

に診療報酬改定の説明会を対象にする

と記載があり関東信越厚生局内におい

ては「集団指導」の名称を使用してい

る▽出席票はどこが出席したかを単に

記録しておくだけのもので管理者以外

のスタッフの出席でも良いし、仮に欠席

した場合でもペナルティはないとの説明

だった。協会からは統一的取扱いとし

て名称変更の方向で働きかけて欲しい

と提出の要望書通り重ねて要請した。 

協会、不服申請は取り下げ 

 年度当初の行政資料の開示請求で従来

開示のものが不開示となり、協会は厚生

労働省に異議申請をしていたが、その後

の不開示部分の差し替え（開示）に至っ

た経過について、同日長野事務所から説

明があり、協会は同月の常任理事会を経

て、不服申請を取り下げた。 


